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業員の割合は 37.4％、実数は 1980 万人と継続的に増加傾向を示している（余合, 2016b）。
非正規社員の増大は、格差の観点から社会問題として注目を集め、パートタイム労働法
（2015 年改正）、労働者派遣法（2015 年改正）、労働契約法（2012 年改正）等の非正規社
員の処遇改善を目的とした各種法整備が進行した。なかでも労働契約法（2012 年改正）で
は、5 年を超えて有期労働契約を繰り返した場合、労働者の申し込みにより無期労働契約に











ことが多い（高橋, 2013; 西岡, 2017）。 
既にこの限定正社員制度を採用している企業も少なくなく、厚生労働省（2012）による
と、限定正社員（職務・勤務地・労働時間のいずれかに対して限定的な働き方をする正社





































































































































































































































































































業績間の重要な媒介メカニズムの 1 つとして考えられている（竹内, 2017）。SHRM の主
要な理論的枠組みの一つである AMO 理論では、HRM が、組織メンバーの「能力」（ability）、
「モチベーション」（motivation）、及び「機会」（opportunity）のそれぞれを維持・向上さ
せる仕組みとして機能した場合、組織の持続的競争優位が高められる点を主張している。





























































































研究 1 及び 2 に関し、影響を与えうる項目として、先行研究を参考に、雇用区分選択の




















































































































シュ1に委託し、2018 年 9 月 21 日（金）～27 日（木）に実施した。調査対象は①事業所の
拠点が複数存在することにより転居を伴う転勤の可能性があること、②無限定正社員、限
定正社員、有期雇用の 3 区分の全タイプが揃っている職場に現在就業中の無限定正社員も











質問票の設問は、個人の基本属性 9 項目、自身の雇用に関する質問 7 項目、勤務する企
業の属性 4 項目、勤務する企業における量的・質的基幹度及び人事制度（均衡度と転換可














員」の 3 区分が全て揃っている職場に勤務しているため、これらのいずれかを 0 と入力し
























たは転換制度はない）」「6. その他」「7.わからない」の 7 つの選択肢により確認した。




















い」を 2 点、「3.どちらともいえない」を 3 点、「4.ややそう思う」を 4 点、「5.そう思う」




質問項目（Q5-1～Q5-3, Q6-1～Q6-6）と、手続き的公正に関する質問項目の一部（Q7-1, Q7-5, 
Q7-6）を合わせて 1因子が抽出され、手続き的公正に関する質問項目の一部（Q7-2,〜Q7-4）
が別の 1 因子として抽出された。相互作用的公正に関する質問項目（Q8-1～Q8-6）は、予
想どおり 1因子として抽出された。全分散を説明する累積寄与率は 68.2％であった。 
改めて質問項目を見直すと、手続き的公正の質問項目のうち、分配的公正の質問項目と
合わせて第 1 因子として抽出された 3 項目（「Q7-1．処遇（評価・配置・給与等）の決定
方法は、きちんと公開されている」、「Q7-5．処遇の決定は、現場の従業員の声を十分に
反映したものになっている」、「Q7-6．処遇は十分にチェックされたうえで決定されてい











































項目 分配的公正 相互作用的公正 手続き的公正 共通性
Q5-1．私の仕事の成果と処遇はつり合いがとれている .933 -.133 -.018 .735
Q5-3．私の給与や待遇は、仕事に対する努力に見合ったものである .901 -.068 -.021 .735
Q6-4．私の処遇は、私の年齢や地位にふさわしいものである .839 -.050 .120 .715
Q6-6．私の給与や待遇は、個人の事情に十分配慮したものになっている .812 -.040 -.034 .611
Q5-2．私の給与や待遇は、同業他社と比較して納得できる水準にある .802 .005 -.070 .626
Q6-3．私の現在の処遇は、平等なものである .793 .049 .010 .683
Q6-1．私の給与は、同僚と比べて遜色ない水準である .735 .012 -.122 .522
Q6-2．給与や処遇に関して、同僚間にそれほど大きな差はない .656 .082 -.094 .476
Q6-5．私は、生活をする上で十分な給与を貰っている .654 -.043 .083 .426
Q7-6．処遇は十分にチェックされたうえで決定されている .537 .323 .022 .611
Q7-5．処遇の決定は、現場の従業員の声を十分に反映したものになっている .535 .237 .066 .524
Q7-1．処遇（評価・配置・給与等）の決定方法は、きちんと公開されている .512 .132 .105 .406
Q8-1．上司は、私のことを信頼してくれている -.118 .932 -.052 .727
Q8-3．上司は、私に敬意を払って接してくれている -.001 .899 -.085 .768
Q8-4．上司は、私と十分にコミュニケーションをとっている -.065 .894 .018 .744
Q8-5．上司は、仕事に必要な情報をタイムリーに提供してくれる .014 .827 .081 .746
Q8-6．上司は、仕事の進め方について、きちんと説明してくれる .079 .790 .036 .724
Q8-2．上司は、私のことを親身になって考えてくれている .138 .789 -.004 .770
Q7-3．処遇の仕組みは、特定の従業員をひいきしたものである（逆） -.014 -.031 .819 .652
Q7-4．処遇の決定ルールは変更されることが多く、一貫性がない（逆） .012 -.040 .764 .571
Q7-2．処遇の決定に不満があっても、それを口に出しにくい雰囲気がある（逆） -.046 .056 .672 .462
固有値 9.885 2.512 1.928
因子間相関 1.000 .597 .236
.597 1.000 .305
.236 .305 1.000
クロンバックのα係数 .940 .944 .786




















項目 学習志向的M 競争志向的M 達成志向的M 協力志向的M 共通性
Q10-3．私は、今以上に成長することにエネルギーを注いでいる .878 .113 -.101 -.053 .745
Q10-8．私は、自分の仕事を通して継続的に学習している .846 .046 -.002 -.034 .732
Q10-4．私は、仕事でうまくいかないときにも、学ぶ姿勢を持ち続けている .839 -.139 .122 .071 .771
Q10-6．私は、仕事で優れた成果を挙げるために、今以上に成長しようと努力し続けている .823 .056 .050 .022 .835
Q10-2．私は、今以上に高度な知識や技能を習得すべきと考え、仕事に取り組んでいる .785 .061 .063 -.024 .732
Q10-1．私は、どうすれば今以上に自分を成長させることができるかを考えている .761 .075 -.005 .001 .662
Q10-5．私は、仕事で新しい知識や技能を身につけることが大好きだ .746 -.073 .045 .124 .662
Q10-7．私は、知識やスキル、能力をなぜ伸ばす必要があるかを理解している .593 .004 .250 .029 .646
Q12-4．私は、現在の仕事で同僚に負けたくないと思っている -.101 .869 .019 .031 .688
Q12-6．私は、職場で最も優れた従業員になるまで、決して諦めることなく取り組み続けている .166 .856 -.085 -.073 .782
Q12-3．私は、同僚に負けないために、一所懸命仕事をしている -.038 .849 .119 -.027 .770
Q12-7．私は、同僚よりも優れた成果を挙げることが職場にどのように貢献するかを理解している -.143 .813 .147 -.023 .625
Q12-1．同僚よりも優れた成果(業績、評価)をあげることは、今の私にとって大きな喜びである -.109 .791 .069 .062 .635
Q12-5．私は、どうすれば同僚以上に成果(業績や評価)を挙げることができるかを理解している -.017 .753 .134 -.013 .669
Q12-2．私は、同僚よりも優れた成果(業績、評価)を得るまで、決して諦めずに職務に取り組み続けている -.005 .737 .093 .124 .771
Q12-8．私は、現在の職場で最も優れた従業員になるために、勤務時間以外でも継続的に努力している .350 .693 -.198 -.133 .606
Q12-9．私にとって、現在の職場で優れた存在になることは重要である .196 .671 -.108 .012 .587
Q9-4．私は、自分の職務を全うするまで、決して気を抜かずに仕事に取り組み続けている .052 -.041 .928 -.070 .806
Q9-1．私は、自分の職務を完了させるまで粘り強く取り組んでいる -.110 .020 .869 -.006 .654
Q9-3．私は、自分の職務を全うするまで、決して諦めることはなく取り組んでいる .028 .019 .861 -.020 .773
Q9-8．私は、職務を全うするために、ひたむきな気持ちで取り組んでいる .153 .058 .833 -.107 .829
Q9-6．私は、仕事を達成するために業務の優先順位を自分なりに掲げている -.135 -.064 .821 .138 .621
Q9-9．私は、自分の職務をこれまでよりもさらに効率的に行う方法を考えている .062 .050 .755 -.058 .629
Q9-2．私は、自分に与えられた職務を完了することに大きな意義を感じて、職務に従事している -.053 .152 .725 .001 .620
Q9-5．私は、自分の職務を果たすことが、同僚や職場、組織にどのように貢献するかを理解している -.014 -.036 .720 .144 .614
Q9-7．私は、少しでも多くの職務を果たしたいという願望を持って挑戦している .218 .073 .706 -.070 .754
Q10-9．私は、難しいことを行わなければならない時には、全力で取り組んでいる .371 -.108 .479 .138 .644
Q11-1．私は、継続して皆と仲良くしようとしている -.047 -.144 -.042 .972 .699
Q11-2．私は、職場の同僚とよい関係を築くための取り組みを継続的に行っている .005 -.079 .002 .926 .779
Q11-3．私は、同僚や上司と協力的に関わることができるよう、非常に気を配っている -.047 -.039 .065 .860 .713
Q11-4．私は、同僚や上司と今以上に互いに協力し合えるように継続的に取り組んでいる -.067 .022 .025 .859 .710
Q11-5．私は、同僚と良い関係を築く見通しがつくと、ワクワクした気持ちになる .164 .132 -.104 .671 .677
Q11-8．私は、職場のなかでなぜ同僚と協力する必要があるか自覚して、仕事に取り組んでいる -.004 .153 .163 .636 .726
Q11-9．私は、同僚や上司と協力して仕事を行うことで、どのような結果が生まれるかを理解している .044 .029 .237 .611 .688
Q11-7．私は、この職場(チーム)の一員になりたいという願望を持って仕事に取り組んでいる .220 .244 -.144 .562 .685
Q11-6．私は、どうすれば同僚や上司とこれまで以上に質の高い協力ができるかについて考えている .237 .255 -.120 .525 .690
固有値 19.624 2.874 2.238 1.687
因子間相関 1.000 .713 .653 .684
.713 1.000 .583 .635
.653 .583 1.000 .602
.684 .635 .602 1.000
クロンバックのα係数 .953 .946 .953 .949







まとめたものが表 3-1～3-4 である。 
回答者 200 名の限定区分については、無限定が 50 名（25％）、勤務地限定のみが 29 名
（14.5％）、職務限定のみが 20 名（10％）、勤務時間限定のみが 14 名（7％）、勤務地×職
務限定が 20 名（10％）、勤務地×勤務時間限定が 11 名（5.5％）、職務×勤務時間限定が 9





性別は、男性 154 名（77％）、女性 46 名（23％）であったが、無限定では男性が 94％、
女性が 6％、限定ありでは男性が 71.3％、女性が 28.7％と有意差が生じ、女性の 93.5％が
限定ありであった。年齢層の中央値は 40～44 歳、最頻値は 50～59 歳（36 名、18％）であ
り、40 歳以上が 61.5％であった。子供の有無は有が 64.5％であった（表 3-1）。 
 


























合計 50 150 50 29 20 14 20 11 9 47 200 100.0
25.0 75.0 25.0 14.5 10.0 7.0 10.0 5.5 4.5 23.5 100.0
性別 女性 3 43 3 10 4 5 5 5 1 13 46 23.0
6.5 93.5 6.5 21.7 8.7 10.9 10.9 10.9 2.2 28.3 100.0
男性 47 107 47 19 16 9 15 6 8 34 154 77.0
30.5 69.5 30.5 12.3 10.4 5.8 9.7 3.9 5.2 22.1 100.0
年齢 20歳～24歳 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0.5
0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0
25歳～29歳 3 11 3 4 2 1 0 0 0 4 14 7.0
21.4 78.6 21.4 28.6 14.3 7.1 0.0 0.0 0.0 28.6 100.0
30歳～34歳 4 24 4 5 2 3 3 2 1 8 28 14.0
14.3 85.7 14.3 17.9 7.1 10.7 10.7 7.1 3.6 28.6 100.0
35歳～39歳 8 26 8 4 2 2 4 5 0 9 34 17.0
23.5 76.5 23.5 11.8 5.9 5.9 11.8 14.7 0.0 26.5 100.0
40歳～44歳 5 21 5 4 4 0 1 2 2 8 26 13.0
19.2 80.8 19.2 15.4 15.4 0.0 3.8 7.7 7.7 30.8 100.0
45歳～49歳 9 25 9 7 3 2 5 1 0 7 34 17.0
26.5 73.5 26.5 20.6 8.8 5.9 14.7 2.9 0.0 20.6 100.0
50歳～54歳 7 20 7 3 3 2 3 1 3 5 27 13.5
25.9 74.1 25.9 11.1 11.1 7.4 11.1 3.7 11.1 18.5 100.0
55歳～59歳 14 22 14 2 4 3 4 0 3 6 36 18.0
38.9 61.1 38.9 5.6 11.1 8.3 11.1 0.0 8.3 16.7 100.0
子供の有無 無 19 52 19 12 8 7 7 3 3 12 71 35.5
26.8 73.2 26.8 16.9 11.3 9.9 9.9 4.2 4.2 16.9 100.0
有 31 98 31 17 12 7 13 8 6 35 129 64.5




最終学歴は、高校卒 28 名（14％）、専修学校・各種学校卒が 12 名（6％）、高専・短大卒
14 名（7％）、大学卒 130 名（65％）、大学院卒 16 名（8％）と、大学卒が最も多く、大卒
以上が 73％であった。世帯年収は中央値・最頻値ともに 800～1000万円未満（55名、27.5％）
であり、800 万円以上が 50.5％であった。勤続年数の中央値は 15 年～20 年未満、最頻値
は 20 年以上（81 名、40.5％）、20 年以上が 40.5％であった（表 3-2）。 
 





業種は、製造業が 54 名（27％）と最も多く、次いでサービス業 27 名（13.5％）、卸売・
小売業 20 名（10％）、金融・保険業 18 名（9％）、官公庁・自治体・公共団体 16 名（8％）
の順であった。職種は、管理・企画・事務 74 名（37％）、営業・販売 52 名（26％）、研究


























最終学歴 高校 5 23 5 8 4 1 2 0 2 6 28 14.0
17.9 82.1 17.9 28.6 14.3 3.6 7.1 0.0 7.1 21.4 100.0
専修学校・各種学校 2 10 2 2 1 0 3 0 0 4 12 6.0
16.7 83.3 16.7 16.7 8.3 0.0 25.0 0.0 0.0 33.3 100.0
高専・短大 1 13 1 2 0 3 2 1 0 5 14 7.0
7.1 92.9 7.1 14.3 0.0 21.4 14.3 7.1 0.0 35.7 100.0
大学 36 94 36 16 14 9 13 8 6 28 130 65.0
27.7 72.3 27.7 12.3 10.8 6.9 10.0 6.2 4.6 21.5 100.0
大学院 6 10 6 1 1 1 0 2 1 4 16 8.0
37.5 62.5 37.5 6.3 6.3 6.3 0.0 12.5 6.3 25.0 100.0
世帯年収 200～400万未満 1 9 1 1 2 2 1 0 0 3 10 5.0
10.0 90.0 10.0 10.0 20.0 20.0 10.0 0.0 0.0 30.0 100.0
400～600万未満 7 25 7 6 3 1 6 1 1 7 32 16.0
21.9 78.1 21.9 18.8 9.4 3.1 18.8 3.1 3.1 21.9 100.0
600～800万未満 12 31 12 7 6 2 2 3 1 10 43 21.5
27.9 72.1 27.9 16.3 14.0 4.7 4.7 7.0 2.3 23.3 100.0
800～1,000万未満 13 42 13 7 5 5 5 3 3 14 55 27.5
23.6 76.4 23.6 12.7 9.1 9.1 9.1 5.5 5.5 25.5 100.0
1,000～1,200万未満 5 15 5 1 2 2 3 2 2 3 20 10.0
25.0 75.0 25.0 5.0 10.0 10.0 15.0 10.0 10.0 15.0 100.0
1,200～1,500万未満 8 10 8 2 1 1 2 1 0 3 18 9.0
44.4 55.6 44.4 11.1 5.6 5.6 11.1 5.6 0.0 16.7 100.0
1,500～2,000万未満 2 6 2 1 0 0 0 1 2 2 8 4.0
25.0 75.0 25.0 12.5 0.0 0.0 0.0 12.5 25.0 25.0 100.0
2 12 2 4 1 1 1 0 0 5 14 7.0
14.3 85.7 14.3 28.6 7.1 7.1 7.1 0.0 0.0 35.7 100.0
勤続年数 3年～5年未満 3 15 3 3 5 2 1 0 0 4 18 9.0
16.7 83.3 16.7 16.7 27.8 11.1 5.6 0.0 0.0 22.2 100.0
5年～10年未満 5 34 5 8 3 2 6 4 0 11 39 19.5
12.8 87.2 12.8 20.5 7.7 5.1 15.4 10.3 0.0 28.2 100.0
10年～15年未満 7 25 7 4 4 3 2 4 1 7 32 16.0
21.9 78.1 21.9 12.5 12.5 9.4 6.3 12.5 3.1 21.9 100.0
15年～20年未満 8 22 8 3 2 2 3 1 0 11 30 15.0
26.7 73.3 26.7 10.0 6.7 6.7 10.0 3.3 0.0 36.7 100.0
20年以上 27 54 27 11 6 5 8 2 8 14 81 40.5











職場規模は、100 人以上が 114 名（57％）と過半数を占め、次いで 50 人以上 100 人未満
が 30 人（15％）と規模が大きい順にサンプルが多い。役職は、役職なしが 70 名（35％）、
係長・主任級 60 名（30％）、課長級 49 名（29.5％）、部長級 21 名（10.5％）であった。部
長級のうち 19 名（90.5％）が限定ありで、うち 13 人が勤務地×職務×勤務時間限定であ
り、勤務地×職務×勤務時間限定のうち 27.7％が部長級であった。 





























業種 製造業 17 37 17 8 3 4 3 3 4 12 54 27.0
31.5 68.5 31.5 14.8 5.6 7.4 5.6 5.6 7.4 22.2 100.0
建設業 1 5 1 0 1 0 0 2 1 1 6 3.0
16.7 83.3 16.7 0.0 16.7 0.0 0.0 33.3 16.7 16.7 100.0
運輸業 1 8 1 2 2 0 1 0 0 3 9 4.5
11.1 88.9 11.1 22.2 22.2 0.0 11.1 0.0 0.0 33.3 100.0
情報通信業 0 9 0 0 2 2 1 0 1 3 9 4.5
0.0 100.0 0.0 0.0 22.2 22.2 11.1 0.0 11.1 33.3 100.0
金融・保険業 7 11 7 3 0 1 2 0 1 4 18 9.0
38.9 61.1 38.9 16.7 0.0 5.6 11.1 0.0 5.6 22.2 100.0
卸売・小売業 4 16 4 5 5 0 0 2 1 3 20 10.0
20.0 80.0 20.0 25.0 25.0 0.0 0.0 10.0 5.0 15.0 100.0
不動産業 1 2 1 2 0 0 0 0 0 0 3 1.5
33.3 66.7 33.3 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0
医療・福祉 2 10 2 1 1 1 2 0 0 5 12 6.0
16.7 83.3 16.7 8.3 8.3 8.3 16.7 0.0 0.0 41.7 100.0
飲食・宿泊業 1 2 1 0 0 0 2 0 0 0 3 1.5
33.3 66.7 33.3 0.0 0.0 0.0 66.7 0.0 0.0 0.0 100.0
教育・学習支援業 0 11 0 3 1 1 4 1 0 1 11 5.5
0.0 100.0 0.0 27.3 9.1 9.1 36.4 9.1 0.0 9.1 100.0
1 2 1 0 0 1 0 0 0 1 3 1.5
33.3 66.7 33.3 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 33.3 100.0
サービス業 9 18 9 1 4 2 0 2 0 9 27 13.5
33.3 66.7 33.3 3.7 14.8 7.4 0.0 7.4 0.0 33.3 100.0
6 10 6 2 1 1 3 0 1 2 16 8.0
37.5 62.5 37.5 12.5 6.3 6.3 18.8 0.0 6.3 12.5 100.0
その他 0 9 0 2 0 1 2 1 0 3 9 4.5
0.0 100.0 0.0 22.2 0.0 11.1 22.2 11.1 0.0 33.3 100.0
職種 営業・販売 16 36 16 8 7 3 1 1 2 14 52 26.0
30.8 69.2 30.8 15.4 13.5 5.8 1.9 1.9 3.8 26.9 100.0
管理・企画・事務 21 53 21 13 5 7 6 5 1 16 74 37.0
28.4 71.6 28.4 17.6 6.8 9.5 8.1 6.8 1.4 21.6 100.0
製造 1 12 1 3 0 1 2 2 0 4 13 6.5
7.7 92.3 7.7 23.1 0.0 7.7 15.4 15.4 0.0 30.8 100.0
研究開発・技術 10 21 10 1 4 2 3 2 4 5 31 15.5
32.3 67.7 32.3 3.2 12.9 6.5 9.7 6.5 12.9 16.1 100.0
その他 2 28 2 4 4 1 8 1 2 8 30 15.0










































職場規模 5人未満 0 3 0 0 1 0 2 0 0 0 3 1.5
0.0 100.0 0.0 0.0 33.3 0.0 66.7 0.0 0.0 0.0 100.0
5人以上10人未満 3 5 3 2 0 1 0 0 1 1 8 4.0
37.5 62.5 37.5 25.0 0.0 12.5 0.0 0.0 12.5 12.5 100.0
10人以上20人未満 3 9 3 4 0 0 2 0 1 2 12 6.0
25.0 75.0 25.0 33.3 0.0 0.0 16.7 0.0 8.3 16.7 100.0
20人以上30人未満 1 15 1 4 2 1 4 1 0 3 16 8.0
6.3 93.8 6.3 25.0 12.5 6.3 25.0 6.3 0.0 18.8 100.0
30人以上50人未満 3 14 3 0 4 1 2 3 0 4 17 8.5
17.6 82.4 17.6 0.0 23.5 5.9 11.8 17.6 0.0 23.5 100.0
50人以上100人未満 7 23 7 4 5 3 2 2 1 6 30 15.0
23.3 76.7 23.3 13.3 16.7 10.0 6.7 6.7 3.3 20.0 100.0
100人以上 33 81 33 15 8 8 8 5 6 31 114 57.0
28.9 71.1 28.9 13.2 7.0 7.0 7.0 4.4 5.3 27.2 100.0
役職 部長級 2 19 2 1 1 0 1 1 2 13 21 10.5
9.5 90.5 9.5 4.8 4.8 0.0 4.8 4.8 9.5 61.9 100.0
課長級 16 33 16 6 5 5 4 4 2 7 49 24.5
32.7 67.3 32.7 12.2 10.2 10.2 8.2 8.2 4.1 14.3 100.0
係長・主任級 19 41 19 4 6 3 9 1 3 15 60 30.0
31.7 68.3 31.7 6.7 10.0 5.0 15.0 1.7 5.0 25.0 100.0
役職はない 13 57 13 18 8 6 6 5 2 12 70 35.0
18.6 81.4 18.6 25.7 11.4 8.6 8.6 7.1 2.9 17.1 100.0
入区分経路 33 74 33 8 12 10 11 4 6 23 107 53.5
30.8 69.2 30.8 7.5 11.2 9.3 10.3 3.7 5.6 21.5 100.0
14 39 14 9 5 3 4 3 1 14 53 26.5
26.4 73.6 26.4 17.0 9.4 5.7 7.5 5.7 1.9 26.4 100.0
3 16 3 5 1 1 2 2 0 5 19 9.5
15.8 84.2 15.8 26.3 5.3 5.3 10.5 10.5 0.0 26.3 100.0
0 12 0 4 1 0 2 2 0 3 12 6.0
0.0 100.0 0.0 33.3 8.3 0.0 16.7 16.7 0.0 25.0 100.0
0 9 0 3 1 0 1 0 2 2 9 4.5
0.0 100.0 0.0 33.3 11.1 0.0 11.1 0.0 22.2 22.2 100.0
雇用形態希望 0 13 0 1 4 1 2 0 2 3 13 6.5
0.0 100.0 0.0 7.7 30.8 7.7 15.4 0.0 15.4 23.1 100.0
0 5 0 1 0 0 2 0 1 1 5 2.5
0.0 100.0 0.0 20.0 0.0 0.0 40.0 0.0 20.0 20.0 100.0
12 35 12 9 3 3 5 3 3 9 47 23.5
25.5 74.5 25.5 19.1 6.4 6.4 10.6 6.4 6.4 19.1 100.0
2 54 2 11 9 5 4 4 3 18 56 28.0
3.6 96.4 3.6 19.6 16.1 8.9 7.1 7.1 5.4 32.1 100.0
36 43 36 7 4 5 7 4 0 16 79 39.5



























を選択した者を除いたため有効回答数は 184 であった。 
限定正社員と無限定正社員の均衡度（賃金、昇進スピード、教育機会の違い）について、
平均値は 2.969 となり、限定正社員の処遇は無限定正社員とほぼ同等程度（3.0）であった。




択した者を除いたため有効回答数は 159 であった。 
 
表 4-1 独立変数（量的基幹度、質的基幹度、均衡度、転換可能性）の要約統計量 
 
 
公正感について、要約統計量を表 4-5 に示す。平均値は 2.899～3.180 で分配的公正、手
続き的公正、相互作用的公正の順で高くなっている。 
 
表 4-2 公正感の要約統計量 
 
 
ワーク・モチベーションについて、要約統計量を表 4-6 に示す。平均値は 3.285～3.578
で競争志向的、学習志向的、協力志向的、達成志向的の順で高い。 
 
表 4-3 ワーク・モチベーションの要約統計量 
量的基幹度 有効N 平均値 中央値 標準偏差 分散 歪度 尖度 最小値 最大値
有期雇用 200 27.640 20.000 25.626 656.694 1.123 0.099 1.000 98.000
限定 200 30.320 20.000 25.448 647.596 0.985 -0.129 1.000 97.000
無限定 200 33.220 26.500 26.787 717.529 0.703 -0.746 1.000 94.000
その他 200 8.820 5.000 12.517 156.681 2.727 11.738 0.000 94.000
質的基幹度 184 3.174 3.000 0.948 0.899 0.034 0.086 1.000 5.000
均衡度 174 2.969 3.000 0.864 0.747 0.114 -0.075 1.000 5.000
転換可能性 159 3.270 3.000 1.330 1.768 -0.297 -0.969 1.000 5.000
有効N 平均値 中央値 標準偏差 分散 歪度 尖度 最小値 最大値
分配的公正 200 2.899 3.000 0.811 0.658 -0.292 0.040 1.000 5.000
手続き的公正 200 2.912 3.000 0.844 0.713 -0.069 0.047 1.000 5.000
相互作用的公正 200 3.180 3.000 0.935 0.875 -0.397 -0.162 1.000 5.000
有効N 平均値 中央値 標準偏差 分散 歪度 尖度 最小値 最大値
達成志向的M 200 3.578 3.650 0.781 0.609 -0.318 0.161 1.000 5.000
学習志向的M 200 3.371 3.250 0.842 0.708 -0.271 0.204 1.000 5.000
協力志向的M 200 3.535 3.556 0.762 0.581 -0.017 -0.297 1.333 5.000
競争志向的M 200 3.285 3.111 0.837 0.700 -0.161 0.307 1.000 5.000
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表 5 観測変数の相関 
 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14
1 性別 1.000
2 年齢 .377 ** 1.000
3 子供の有無 .141 * .105 1.000
4 世帯年収 .015 .333 ** .249 ** 1.000
5 最終学歴（大卒ダミー） .123 + -.011 -.004 .219 ** 1.000
6 勤続年数 .295 ** .681 ** .138 + .311 ** -.075 1.000
7 職種（営業・販売ダミー） .107 .056 .106 -.089 .078 .021 1.000
8 勤務地限定 -.200 ** -.178 * .083 -.075 -.138 + -.140 * -.087 1.000
9 職務限定 -.022 .022 .085 -.071 -.069 -.058 -.022 .314 ** 1.000
10 勤務時間限定 -.130 + -.102 .080 .044 -.003 -.032 -.025 .299 ** .349 ** 1.000
11 無限定 .233 ** .150 * -.030 .105 .143 * .178 * .079 -.619 ** -.555 ** -.476 ** 1.000
12 入区分経路（有期から転換ダミー） -.246 ** -.225 ** -.016 -.104 -.045 -.328 ** .049 .139 + -.033 .012 -.079 1.000
13 入区分経路（無限定から転換ダミー） -.123 + -.051 -.039 -.112 -.095 -.032 .049 .201 ** .015 .007 -.154 * -.086 1.000
14 雇用形態希望 .032 .007 -.055 -.069 .103 -.041 .054 -.078 -.226 ** -.072 .285 ** .093 -.100 1.000
15 職場規模 -.061 .102 .037 .120 .058 .050 .120 + -.065 -.027 .117 + .084 -.029 -.087 -.043
16 X1①量的基幹度（限定） -.015 .008 -.070 -.084 -.089 -.015 -.180 * .127 + .178 * -.075 -.137 + -.005 -.114 .082
17 X1②量的基幹度（無限定） .013 .123 + .103 .194 ** .043 .114 .016 -.264 ** -.257 ** -.064 .237 ** .053 -.080 -.002
18 X2質的基幹度（限定） .002 -.092 .004 .040 .075 -.053 -.042 .069 .079 .232 ** -.122 + -.003 -.145 + .037
19 X3①均衡度（限定⇔無限定） -.056 -.124 -.152 * .070 .114 -.088 -.049 .011 .060 .293 ** -.091 .144 + -.197 * .006
20 X3②転換可能性（限定⇔無限定） -.125 -.090 -.078 -.021 .133 + -.125 .053 .131 -.053 .094 -.083 .090 .124 .041
21 Y1①比較対象（限定） -.241 ** -.255 ** -.030 .039 -.013 -.178 * -.090 .155 * .058 .057 -.197 ** .147 * .091 -.030
22 Y1②比較対象（無限定） .271 ** .168 * .063 .043 .048 .111 .087 -.236 ** -.173 * -.197 ** .295 ** -.103 -.158 * .034
23 Y1③比較対象（有期） .111 -.054 -.027 -.032 -.083 -.037 -.082 .113 .068 .229 ** -.121 + -.097 .005 -.095
24 Y1④比較対象（比較しない） -.156 * .071 -.028 -.067 .008 .056 .032 .060 .103 .035 -.085 .045 .095 .045
25 Y2①分配的公正 -.047 -.104 .081 .219 ** .109 -.135 + .030 .084 .066 .148 * -.024 .081 -.027 .129 +
26 Y2②手続き的公正 -.137 + -.115 .005 .078 .052 -.223 ** -.042 .029 -.070 .034 -.072 .067 -.081 .006
27 Y2③相互作用的公正 -.030 -.042 .078 .139 + -.042 -.116 .002 .131 + .108 .037 -.078 .170 * -.058 .051
28 Y3①達成志向的M -.179 * -.057 -.047 .104 -.073 -.167 * -.110 .023 .028 -.017 -.062 .129 + -.022 .014
29 Y3②学習志向的M -.061 -.111 .040 .121 + .031 -.198 ** .013 .041 -.064 -.004 -.027 .116 -.041 .003
30 Y3③協力志向的M -.155 * -.052 .093 .103 -.036 -.160 * .093 .073 -.027 -.031 -.015 .177 * .029 .047
31 Y3④競争志向的M -.078 -.143 * -.018 .098 -.007 -.224 ** .071 -.007 -.036 .008 .050 .126 + .011 .009
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+




15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31
1.000
-.117 + 1.000
.048 -.493 ** 1.000
.003 .095 -.134 + 1.000
.094 .028 -.016 .691 ** 1.000
-.107 -.096 -.068 .091 .097 1.000
-.075 .060 -.216 ** .008 .090 .016 1.000
.047 -.064 .296 ** -.032 -.124 -.098 -.459 ** 1.000
-.115 -.010 -.028 .134 + .193 * .087 -.140 * -.265 ** 1.000
.084 .025 -.124 + -.057 -.071 .044 -.296 ** -.560 ** -.171 * 1.000
.027 -.025 .025 .057 .150 * .029 .128 + -.135 + -.084 .088 1.000
.033 -.010 .052 .059 .163 * -.076 -.073 -.049 .090 .067 .192 ** 1.000
.056 .024 .085 .087 .135 + -.158 * .090 -.004 -.048 -.047 .599 ** .251 ** 1.000
.058 .118 + .014 .008 .007 -.110 .052 .108 -.150 * -.079 .269 ** .101 .444 ** 1.000
.067 .041 -.010 .033 .038 -.104 -.047 .180 * -.120 + -.090 .301 ** .153 * .439 ** .703 ** 1.000
.004 .047 -.003 -.078 -.076 -.079 -.013 .132 + -.106 -.075 .242 ** .121 + .430 ** .638 ** .723 ** 1.000


































限定 無限定 有期 比較しない 合計
実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
限定あり 実数 △ 36 92.31 ▼ 57 61.29 14 93.33 43 81.13 150 75.00
％ 24.00 38.00 9.33 28.67 100
限定なし 実数 ▼ 3 7.69 △ 36 38.71 1 6.67 10 18.87 50 25.00
％ 6.00 72.00 2.00 20.00 100
合計 実数 39 100 93 100 15 100 53 100 200 100



























水準 平均値 標準誤差 95%下限 95%上限 t値 df p値
0限定あり 2.911 0.066 2.780 3.041 43.843 198 .000
1限定なし 2.865 0.115 2.638 3.092 24.917 198 .000
多重比較 Holm法 主効果p値 .732
水準の組 差 標準誤差 効果量 d 95%CI t値 df p値 調整p値
0 - 1 0.046 0.133 .056 -0.263, 0.375 0.343 198 .732 ns
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図 2-2 限定の有無と手続き的公正の分散分析結果 
 
 




水準 平均値 標準誤差 95%下限 95%上限 t値 df p値
0限定あり 2.947 0.069 2.811 3.083 42.744 198 .000
1限定なし 2.807 0.119 2.571 3.042 23.506 198 .000
多重比較 Holm法 主効果p値 .311
水準の組 差 標準誤差 効果量 d 95%CI t値 df p値 調整p値
0 - 1 0.140 0.138 .165 -0.154, 0.484 1.015 198 .311 ns
水準ごとの平均値
水準 平均値 標準誤差 95%下限 95%上限 t値 df p値
0限定あり 3.222 0.076 3.072 3.373 42.212 198 .000
1限定なし 3.053 0.132 2.793 3.314 23.094 198 .000
多重比較 Holm法 主効果p値 .270
水準の組 差 標準誤差 効果量 d 95%CI t値 df p値 調整p値
0 - 1 0.169 0.153 .180 -0.139, 0.499 1.106 198 .270 ns
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図 2-4 限定の有無と達成志向的モチベーションの分散分析結果 
 
 




水準 平均値 標準誤差 95%下限 95%上限 t値 df p値
0限定あり 3.605 0.064 3.480 3.731 56.535 198 .000
1限定なし 3.494 0.110 3.276 3.712 31.633 198 .000
多重比較 Holm法 主効果p値 .384
水準の組 差 標準誤差 効果量 d 95%CI t値 df p値 調整p値
0 - 1 0.111 0.128 .142 -0.177, 0.461 0.873 198 .384 ns
水準ごとの平均値
水準 平均値 標準誤差 95%下限 95%上限 t値 df p値
0限定あり 3.384 0.069 3.248 3.520 49.145 198 .000
1限定なし 3.333 0.119 3.097 3.568 27.940 198 .000
多重比較 Holm法 主効果p値 .708
水準の組 差 標準誤差 効果量 d 95%CI t値 df p値 調整p値
0 - 1 0.052 0.138 .061 -0.258, 0.380 0.375 198 .708 ns
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図 2-6 限定の有無と協力志向的モチベーションの分散分析結果 
 
 




水準 平均値 標準誤差 95%下限 95%上限 t値 df p値
0限定あり 3.541 0.062 3.418 3.664 56.776 198 .000
1限定なし 3.516 0.108 3.303 3.729 32.540 198 .000
多重比較 Holm法 主効果p値 .836
水準の組 差 標準誤差 効果量 d 95%CI t値 df p値 調整p値
0 - 1 0.026 0.125 .034 -0.285, 0.353 0.208 198 .836 ns
水準ごとの平均値
水準 平均値 標準誤差 95%下限 95%上限 t値 df p値
0限定あり 3.261 0.068 3.126 3.396 47.682 198 .000
1限定なし 3.358 0.118 3.124 3.591 28.348 198 .000
多重比較 Holm法 主効果p値 .479
水準の組 差 標準誤差 効果量 d 95%CI t値 df p値 調整p値
0 - 1 -0.097 0.137 -.115 -0.434, 0.204 -0.709 198 .479 ns
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変数で無効回答をしたサンプルを除いたためサンプル数は 139 であった。分析モデルの R2



















































変数名 限定 無限定 有期 比較しない VIF
性別 -.105 .111 .306 ** -.274 * 1.644
年齢 -.188 .025 .007 .161 2.146
子供の有無 .004 .028 -.056 .003 1.342
世帯年収 .099 -.023 .007 -.081 1.564
最終学歴（大卒ダミー） .029 .127 -.194 * -.043 1.264
勤続年数 .067 .030 -.074 -.052 2.094
職種（営業・販売ダミー） -.082 .129 -.065 -.030 1.205
勤務地限定 -.038 -.046 -.050 .140 1.687
職務限定 .109 -.078 -.017 .000 1.472
勤務時間限定 .080 -.053 .313 ** -.261 * 1.581
入区分経路（有期から転換ダミー） .129 -.097 -.075 .048 1.530
入区分経路（無限定から転換ダミー） .133 -.131 .013 .020 1.303
雇用形態希望 .038 -.064 -.091 .114 1.201
職場規模 -.086 .047 -.144 + .143 1.138
X1①量的基幹度（限定） .027 -.006 .001 -.021 1.560
X1②量的基幹度（無限定） -.152 .276 ** -.077 -.138 1.634
X2質的基幹度（限定） -.121 .221 + -.025 -.140 2.611
X3①均衡度（限定⇔無限定） .116 -.272 * .137 .124 3.022
X3②転換可能性（限定⇔無限定） -.052 .028 .080 -.044 1.179
R
2 .186 ** .289 ** .245 ** .178 **
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
















変数で無効回答をしたサンプルを除いたためサンプル数は 180 であった。分析モデルの R2







変数名 限定 無限定 有期 比較しない VIF
性別 -.098 .133 .318 * -.329 * 1.814
年齢 -.219 .059 .069 .118 2.069
子供の有無 -.014 -.034 -.021 .078 1.347
世帯年収 .061 .042 .029 -.148 1.614
最終学歴（大卒ダミー） .122 .113 -.232 * -.085 1.257
勤続年数 .092 .004 -.114 -.012 2.084
職種（営業・販売ダミー） -.172 .170 -.076 .047 1.202
勤務地限定 -.107 .025 -.034 .121 1.337
職務限定 .031 -.015 .012 -.027 1.138
勤務時間限定 .068 -.024 .307 ** -.311 ** 1.455
入区分経路（有期から転換ダミー） .136 -.043 -.063 -.046 1.641
入区分経路（無限定から転換ダミー） .125 -.121 .027 -.013 1.341
雇用形態希望 .033 -.096 -.106 .175 + 1.201
職場規模 -.089 .011 -.126 .195 + 1.211
X1①量的基幹度（限定） .036 -.052 .040 -.009 1.608
X1②量的基幹度（無限定） -.134 .218 + -.055 -.076 1.667
X2質的基幹度（限定） -.146 .245 + -.016 -.131 2.163
X3①均衡度（限定⇔無限定） .087 -.271 + .139 .125 2.751
X3②転換可能性（限定⇔無限定） -.076 .002 .148 -.042 1.193
R
2 .184 ** .231 ** .262 ** .234 **
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+

























変数名 分配的公正 手続き的公正 相互作用的公正 VIF
性別 .111 -.144 .062 1.563
年齢 -.107 .021 -.032 2.258
子供の有無 .002 .040 .012 1.187
世帯年収 .322 ** .149 + .241 ** 1.494
最終学歴（大卒ダミー） -.020 .048 -.088 1.207
勤続年数 -.159 -.240 * -.124 2.122
職種（営業・販売ダミー） .088 .019 .059 1.111
勤務地限定 .021 .053 .107 1.361
職務限定 .073 -.127 .128 1.345
勤務時間限定 .131 .013 -.043 1.383
入区分経路（有期から転換ダミー） -.003 -.047 .127 1.261
入区分経路（無限定から転換ダミー） .016 -.068 .001 1.141
雇用形態希望 .165 * -.002 .099 1.159
職場規模 .009 -.011 .061 1.115
Y1①比較対象（限定） -.021 -.210 * .046 1.621
Y1②比較対象（無限定） -.130 -.130 .058 1.753
Y1③比較対象（有期） -.161 + .039 -.018 1.492
R
2 .175 ** .131 ** .110 **
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
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続き的公正、相互作用的公正の 3 因子を用いた。統制変数は他の分析と同じである。 
まず限定正社員と無限定正社員の全サンプルで分析を行った。分析に用いるいずれかの
変数で無効回答をしたサンプルを除いたためサンプル数は 139 であった。分析モデルの R2












は.544、F 値は 1.284、p 値は.101、VIF 値は最大で 2.751 であった。結果は表 8-2 に示す
変数名 分配的公正 手続き的公正 相互作用的公正 VIF
性別 .144 -.180 .099 1.622
年齢 .019 .038 -.018 2.116
子供の有無 -.069 -.011 -.023 1.204
世帯年収 .389 ** .158 .358 ** 1.495
最終学歴（大卒ダミー） -.053 .057 -.118 1.199
勤続年数 -.251 * -.157 -.159 2.033
職種（営業・販売ダミー） .121 .024 .110 1.121
勤務地限定 .094 .011 .125 1.085
職務限定 .111 -.159 + .138 1.078
勤務時間限定 .215 * -.027 -.023 1.259
入区分経路（有期から転換ダミー） .032 -.094 .153 1.255
入区分経路（無限定から転換ダミー） .038 -.082 .018 1.141
雇用形態希望 .151 + .061 .106 1.220
職場規模 -.066 -.024 -.006 1.209
Y1①比較対象（限定） -.011 -.239 * .040 1.754
Y1②比較対象（無限定） -.137 -.099 .065 1.871
Y1③比較対象（有期） -.230 * .057 -.045 1.603
R
2 .261 ** .147 ** .172 **
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+























変数名 分配的公正 手続き的公正 相互作用的公正 VIF
性別 -.034 -.185 + .022 1.644
年齢 -.096 .220 + -.016 2.146
子供の有無 .026 .112 -.041 1.342
世帯年収 .227 * .139 .136 1.564
最終学歴（大卒ダミー） .002 -.052 -.085 1.264
勤続年数 -.057 -.354 ** -.057 2.094
職種（営業・販売ダミー） .091 -.030 .074 1.205
勤務地限定 .074 .074 .180 + 1.687
職務限定 .143 -.166 .222 * 1.472
勤務時間限定 .074 -.069 -.033 1.581
入区分経路（有期から転換ダミー） -.051 -.067 .160 1.530
入区分経路（無限定から転換ダミー） .003 -.102 .043 1.303
雇用形態希望 .238 ** -.061 .133 1.201
職場規模 -.008 -.025 .051 1.138
X1①量的基幹度（限定） .046 -.088 .154 1.560
X1②量的基幹度（無限定） .092 -.035 .242 * 1.634
X2質的基幹度（限定） -.205 -.147 .007 2.611
X3①均衡度（限定⇔無限定） .288 * .181 .149 3.022
X3②転換可能性（限定⇔無限定） -.010 -.081 -.188 * 1.179
R
2 .190 ** .140 ** .236 **
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+















分析に用いたサンプルは 180、分析モデルの R2は.487、F 値は 1.630、p 値は.002、VIF






は.378、F 値は 1.357、p 値は.043、VIF 値は最大で 2.220 であった。結果は表 9-2 に示す
変数名 分配的公正 手続き的公正 相互作用的公正 VIF
性別 -.084 -.159 .048 1.814
年齢 .024 .233 .041 2.069
子供の有無 -.027 .080 -.086 1.347
世帯年収 .264 * .206 .249 * 1.614
最終学歴（大卒ダミー） -.008 -.097 -.163 1.257
勤続年数 -.166 -.317 * -.146 2.084
職種（営業・販売ダミー） .174 + .047 .123 1.202
勤務地限定 .183 + .004 .215 * 1.337
職務限定 .194 + -.220 * .237 * 1.138
勤務時間限定 .095 -.088 -.022 1.455
入区分経路（有期から転換ダミー） -.088 -.115 .166 1.641
入区分経路（無限定から転換ダミー） .030 -.144 .090 1.341
雇用形態希望 .188 + -.045 .075 1.201
職場規模 -.064 -.056 .032 1.211
X1①量的基幹度（限定） .056 -.095 .191 1.608
X1②量的基幹度（無限定） .152 -.057 .225 + 1.667
X2質的基幹度（限定） -.133 -.159 .103 2.163
X3①均衡度（限定⇔無限定） .310 * .124 .147 2.751
X3②転換可能性（限定⇔無限定） -.003 -.052 -.204 * 1.193
R
2 .273 ** .166 ** .293 **
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
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とおりであり、ワーク・モチベーションの 4 因子全てと有意な因果関係が確認された。 
手続き的公正について、分析に用いたサンプルは 180、分析モデルの R2は.324、F 値は
1.113、p 値は.267、VIF 値は最大で 2.207 であった。結果は表 9-3 に示すとおりであるが、
p 値が 10％水準を上回り、モデルが有意ではないため、本分析の結果は用いない。 
相互作用的公正について、分析に用いたサンプルは 180、分析モデルの R2は.479、F 値
は 1.826、p 値は.000、VIF 値は最大で 2.206 であった。結果は表 9-4 に示すとおり、ワー


















変数名 達成志向的M 学習志向的M 協力志向的M 競争志向的M VIF
性別 -.226 ** -.092 -.231 ** -.096 1.493
年齢 .091 .018 .131 -.029 2.226
子供の有無 -.065 .027 .074 -.037 1.182
世帯年収 .088 .084 .073 .109 1.598
最終学歴（大卒ダミー） -.061 .012 -.011 -.030 1.206
勤続年数 -.130 -.165 -.152 -.141 2.189
職種（営業・販売ダミー） -.060 .034 .130 + .115 1.117
勤務地限定 -.049 .036 .032 -.021 1.366
職務限定 .006 -.142 + -.091 -.088 1.363
勤務時間限定 -.085 -.033 -.056 -.006 1.315
入区分経路（有期から転換ダミー） -.013 -.033 .017 -.030 1.277
入区分経路（無限定から転換ダミー） -.003 -.057 .016 .024 1.135
雇用形態希望 .007 -.056 -.018 -.028 1.173
職場規模 .033 .033 -.042 .062 1.092
分配的公正 .008 .044 -.026 .023 1.759
手続き的公正 -.082 -.040 -.052 -.041 1.152
相互作用的公正 .425 ** .397 ** .420 ** .433 ** 1.709
R
2 .268 ** .240 ** .270 ** .274 **
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
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変数名 達成志向的M 学習志向的M 協力志向的M 競争志向的M VIF
性別 -.206 * -.078 -.215 * -.081 1.470
年齢 .100 .028 .142 -.018 2.220
子供の有無 -.063 .031 .077 -.033 1.180
世帯年収 .105 .104 .093 .130 1.588
最終学歴（大卒ダミー） -.098 -.021 -.047 -.066 1.193
勤続年数 -.127 -.171 -.156 -.148 2.130
職種（営業・販売ダミー） -.056 .038 .134 + .119 1.117
勤務地限定 -.015 .069 .067 .015 1.350
職務限定 .047 -.108 -.054 -.052 1.325
勤務時間限定 -.133 -.077 -.103 -.054 1.293
入区分経路（有期から転換ダミー） .043 .017 .070 .024 1.245
入区分経路（無限定から転換ダミー） -.004 -.060 .013 .020 1.128
雇用形態希望 .003 -.060 -.023 -.033 1.172
職場規模 .054 .052 -.022 .083 1.088
分配的公正 .246 ** .272 ** .213 ** .272 ** 1.179
R
2 .161 ** .148 ** .167 ** .164 **
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
変数名 達成志向的M 学習志向的M 協力志向的M 競争志向的M VIF
性別 -.189 * -.055 -.197 * -.057 1.482
年齢 .071 -.005 .115 -.051 2.207
子供の有無 -.062 .031 .077 -.033 1.181
世帯年収 .183 * .185 * .157 + .210 * 1.484
最終学歴（大卒ダミー） -.100 -.025 -.049 -.070 1.194
勤続年数 -.160 -.197 + -.178 + -.173 2.175
職種（営業・販売ダミー） -.034 .062 .153 * .143 + 1.108
勤務地限定 -.010 .072 .070 .018 1.354
職務限定 .072 -.075 -.029 -.018 1.334
勤務時間限定 -.110 -.053 -.083 -.030 1.283
入区分経路（有期から転換ダミー） .047 .024 .076 .032 1.248
入区分経路（無限定から転換ダミー） .003 -.049 .021 .032 1.133
雇用形態希望 .049 -.010 .017 .018 1.131
職場規模 .059 .059 -.016 .089 1.087
手続き的公正 .007 .048 .030 .051 1.101
R
2 .110 ** .087 ** .129 ** .104 **
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+















変数名 達成志向的M 学習志向的M 協力志向的M 競争志向的M VIF
性別 -.215 ** -.086 -.225 ** -.089 1.469
年齢 .086 .011 .131 -.034 2.206
子供の有無 -.068 .026 .072 -.038 1.181
世帯年収 .083 .090 .065 .110 1.534
最終学歴（大卒ダミー） -.065 .011 -.015 -.032 1.200
勤続年数 -.112 -.159 -.138 -.133 2.123
職種（営業・販売ダミー） -.060 .037 .128 + .116 + 1.112
勤務地限定 -.052 .033 .031 -.024 1.361
職務限定 .019 -.134 + -.083 -.080 1.332
勤務時間限定 -.088 -.029 -.062 -.005 1.285
入区分経路（有期から転換ダミー） -.007 -.032 .023 -.028 1.263
入区分経路（無限定から転換ダミー） .003 -.053 .019 .028 1.127
雇用形態希望 .009 -.050 -.021 -.024 1.142
職場規模 .034 .033 -.041 .062 1.091
相互作用的公正 .412 ** .413 ** .394 ** .437 ** 1.118
R
2 .262 ** .238 ** .267 ** .272 **
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
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６．１ 研究 1（基幹度と人事管理施策が比較対象に与える影響）に関する考察 








































































































































































（仮説 6 及び 7）一方で、均衡度・転換可能性が高いと比較対象が無限定正社員となり（仮
説 3 及び 4）、また比較対象が無限定正社員になると公正感が低くなる（仮説 5）との経路
を辿ることで全く逆の結論がありうることに言及した。分析の結果は、仮説 3、仮説 4、仮








































































































































































③現在の会社における勤務年数 3 年以上、④年齢 60 歳未満の者としたが、回答者の属性を
見ると、結果としてサンプルが偏ってしまったと言わざるを得ない。特に、性別（男性 77.0％、
女性 23.0％）、年齢（40 歳以上が 61.5％）、最終学歴（大卒以上が 73％）、世帯年収（800






いたが、本研究の因子分析では、手続き的公正に関する質問 6 項目のうち 3 項目が分配的

























15 歳未満/15 歳～19 歳/20 歳～24 歳/25 歳～29 歳/30 歳～34 歳/35 歳～39 歳/40 歳～44




200 万未満/200～400 万未満/400～600 万未満/600～800 万未満/800～1,000 万未満






































5 人未満/5 人以上 10 人未満/10 人以上 20 人未満/20 人以上 30 人未満/30 人以上 50 人未

































































































































セス日 2018 年 7 月 7 日） 
厚生労働省 (2012) 「「多様な形態による正社員」 に関する研究会報告書」 





227.pdf, アクセス日 2019 年 1 月 3 日） 
厚生労働省 (2015)「「短時間正社員制度」導入支援マニュアル」 
（ https://part-tanjikan.mhlw.go.jp/navi/download/pdf/sogo_manual_h27.pdf, アクセス




チベーション理論」『日本労働研究雑誌』 684, 16-25. 
池田浩・森永雄太 (2014) 「組織における多側面・多次元的職務モチベーションに関する定























ーマンス」『日本労働研究雑誌』 518, 41-55. 
平野光俊(2010)「三層化する労働市場--雇用区分の多様化と均衡処遇」 (特集 多様化する雇
用と企業). 『組織科学』 44(2), 30-43. 
平野光俊 (2013) 「多様な正社員と組織内公正性 (< 特集> 日本人の働き方)」『國民經濟雜
誌』208(1), 21-36. 










Adams, J. S.（1965） “Inequity in social exchange.” In L. Berkowitz（Ed.） Advances 
in Experimental Social Psychology, Academic Press, 2, 267-299. 
Ambrose, M. L., Harland, L. K. and Kulik, C. T.（1991）“Influence of Social Comparisons 
on Perceptions of Organizational Fairness.” Journal of Applied Psychology, 76(2), 
239-246. 
Colquitt, J. A., Conlon, D. E., Wesson, M. J., Porter, C. O. L. H. & Ng, K. Y.（2001）
“Justice at the millennium: A meta-analytic review of 25 years of organizational 
justice research.” Journal of Applied Psychology, 86(3), 425-445. 
Deutsch, M.（1975）“Equity, equality, and need: What determines which value will be 
used for distributive justice?” Journal of Social Issues, Vol.31, No.3, pp.137-150. 
Festinger, L. (1954) “A theory of social comparison processes.” Human Relations, 7(2), 
117-140. 
Jiang, K., Lepak, D. P., Hu, J., & Baer, J. C. (2012) “How Does Human Resource 
Management Influence Organizational Outcomes? A Meta-Analytic Investigation of 
Mediating Mechanisms.” Academy of Management Journal, 55（6）, 1264-1294. 
Mitchell，T. R.（1997） “Matching Motivational Strategies with Organizational Contexts.” 
65 
 




                                                 
1 2018 年 11 月 12 日に「株式会社アスマーク」に社名変更 
